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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 27,463 ― 450 ― 196 ― △463 ―

20年3月期第3四半期 26,786 11.3 566 ― 1,036 △12.7 330 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 △15.25 ―

20年3月期第3四半期 10.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 72,948 61,849 84.5 2,026.81
20年3月期 78,198 64,087 81.8 2,101.96

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  61,648百万円 20年3月期  63,937百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00
21年3月期 ― 15.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 15.00 30.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 38,600 △4.5 1,000 △37.0 700 △61.8 △400 ― △13.15

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他 をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他 をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成20年８月５日に公表しました連結業績予想について、本資料において修正しております。上記の業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づ
き作成したものであり、実際の業績は様々な要因により記載の予想数値と異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、２ページ【定性的情報・財務諸表
等】 ３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  31,682,526株 20年3月期  31,682,526株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  1,265,822株 20年3月期  1,264,541株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  30,417,337株 20年3月期第3四半期  30,419,276株



 当医療業界におきましては、深刻化する医師不足を受けて医師確保や救急・産科医療にかかる重点施策が平成21年

度政府予算案に盛り込まれるなど、これまでの医療費抑制策に一定の見直しが行われました。一方、高齢者福祉分野

におきましては、介護従事者の人材確保・処遇改善などを図るため、平成21年４月実施の介護報酬が介護保険制度ス

タート後初めて引き上げられることが決まりました。 

 このような国内の事業環境の中で、施設向け販売は、下げ止まるかにみえた医療施設向けが再び前年割れに陥るな

ど厳しさがつづく一方、在宅向け販売は、福祉用具市場の底打ち・反転を背景にして、前期につづき堅調に推移いた

しました。またメンテナンス及び流通の国内子会社２社との連携により、当社グループとして業容の拡大に努めてお

ります。 

 生産・開発面におきましては、期初から病院・高齢者施設用ベッドの主力製品をモデルチェンジしてまいりました

が、当第３四半期におきましても急性期病院用ベッド「KA-6000シリーズ」や床ずれ防止用マットレス「アクアフロ

ート」などを上市いたしました。 

 海外展開につきましては、世界同時不況のなかで進んだ急激な円高で、拡大していた輸出にブレーキがかかったほ

か、収益基盤の再構築に取り組んでいるフランスの子会社（コロナ・メディカル社）に係るのれんの減損損失を計上

いたしました。 

 以上の結果、当第３四半期は、売上高274億63百万円（前年同期比2.5％増）、営業利益４億50百万円（前年同期比

20.5％減）、経常利益１億96百万円（前年同期比81.1％減）、四半期純損失４億63百万円（前年同期四半期純利益３

億30百万円）となりました。なお、前年同期比に関する情報は参考として記載しております。   

  

 当第３四半期末の総資産は、前連結会計年度末より52億49百万円減少し、729億48百万円となりました。減少額の

主な要因は売掛金が減少したことによるものであります。 

 負債については、前連結会計年度末より30億11百万円減少し、110億99百万円となりました。減少額の主な要因は

買掛金が減少したことによるものであります。 

 純資産については、前連結会計年度末より22億37百万円減少し、618億49百万円となりました。減少額の主な要因

は四半期純損失の計上、配当金の支払いによる利益剰余金の減少並びにその他有価証券評価差額金の減少によるもの

であります。 

また、当第３四半期末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ2.7ポイント上昇し、84.5％となりました。   

  

 平成20年８月５日に公表しました業績予想を下方修正いたしました。詳細につきましては、本日公表の「業績予想

の修正に関するお知らせ」をご覧ください。   

  

 該当事項はありません。   

   

①簡便な会計処理 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し第２四半期連結会計期間末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

  

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。   

  

定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①四半期財務諸表に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

②たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 



 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益が１億６百万円減少し、税金等調整前四半期

純損失が２億44百万円増加しております。 

  

③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

 これにより、期首の利益剰余金が82百万円減少しております。なお、損益に与える影響は軽微であります。  

  



５．四半期連結財務諸表 
（1）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,554 11,505

受取手形及び売掛金 9,521 14,302

有価証券 4,685 6,094

商品 418 302

製品 3,744 2,260

原材料 1,296 941

仕掛品 222 165

貯蔵品 71 92

その他 2,107 1,218

貸倒引当金 △11 △56

流動資産合計 34,610 36,826

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 24,501 24,549

減価償却累計額 △14,607 △14,120

建物及び構築物（純額） 9,893 10,428

機械装置及び運搬具 7,795 7,929

減価償却累計額 △5,402 △5,304

機械装置及び運搬具（純額） 2,392 2,624

土地 8,179 8,189

建設仮勘定 81 121

その他 7,018 6,847

減価償却累計額 △5,540 △5,331

その他（純額） 1,478 1,516

有形固定資産合計 22,024 22,880

無形固定資産   

のれん 476 1,273

その他 2,148 2,354

無形固定資産合計 2,625 3,628

投資その他の資産   

投資有価証券 9,260 11,325

その他 4,512 3,627

貸倒引当金 △83 △89

投資その他の資産合計 13,688 14,863

固定資産合計 38,338 41,372

資産合計 72,948 78,198



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,923 5,653

短期借入金 909 1,061

未払法人税等 260 246

賞与引当金 387 627

その他 2,565 3,676

流動負債合計 8,045 11,265

固定負債   

長期借入金 39 66

退職給付引当金 1,625 1,377

その他 1,388 1,402

固定負債合計 3,053 2,845

負債合計 11,099 14,111

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 51,692 53,151

自己株式 △3,539 △3,537

株主資本合計 62,021 63,482

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △306 452

為替換算調整勘定 △65 2

評価・換算差額等合計 △372 454

少数株主持分 200 150

純資産合計 61,849 64,087

負債純資産合計 72,948 78,198



（2）四半期連結損益計算書 
 （第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 27,463

売上原価 17,423

売上総利益 10,039

販売費及び一般管理費 9,589

営業利益 450

営業外収益  

受取利息 108

受取配当金 68

その他 114

営業外収益合計 291

営業外費用  

支払利息 50

為替差損 139

投資事業組合運用損 97

匿名組合投資損失 211

その他 46

営業外費用合計 545

経常利益 196

特別利益  

投資有価証券売却益 383

関係会社株式売却益 109

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 14

特別利益合計 507

特別損失  

投資有価証券売却損 5

投資有価証券評価損 159

固定資産除売却損 32

減損損失 586

たな卸資産評価損 137

特別損失合計 921

税金等調整前四半期純損失（△） △217

法人税、住民税及び事業税 407

法人税等調整額 △218

法人税等合計 189

少数株主利益 57

四半期純損失（△） △463



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

（３）継続企業の前提に関する注記 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

「参考資料」 

前第３四半期に係る財務諸表等 

（要約）四半期連結損益計算書 

  

  （単位：百万円） 

科目 
前年同四半期

（自 平成19年４月１日 
  至 平成19年12月31日）

Ⅰ 売上高 26,786 

Ⅱ 売上原価 17,352 

売上総利益 9,433 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 8,867 

営業利益 566 

Ⅳ 営業外収益 693 

Ⅴ 営業外費用 223 

経常利益 1,036 

Ⅵ 特別利益 154 

Ⅶ 特別損失 183 

税金等調整前四半期純利益 1,007 

法人税、住民税及び事業税 70 

法人税等調整額 602 

少数株主利益 5 

四半期純利益 330 
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